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背景

　発明の着想から特許権の取得，特許権の消滅まで

の特許ライフサイクルにおける各種の特許実務の中

で，特許調査システムや特許翻訳システムなど，情

報学の技術を利用したシステムがいくつか存在する．

たとえば，特許実務において，特許調査時には適切

な特許を検索するためのデータベース技術が利用さ

れ，外国出願の特許書類翻訳時には機械翻訳をはじ

めとする自然言語処理技術が利用されている．

　また，企業や大学や国等の組織にとって，新規に

創造した技術を権利化し，適切に活用することが重

要であることは，知的財産（知財）担当者のみなら

ず，研究者や技術者等（以下，「研究者等」と言う）

にも浸透してきている．つまり，研究者等にとって

も，特許の重要性が増している．

　しかし，特許実務の支援システムを利用するのは，

主に弁理士や企業の知財部門の担当者等，特許の専

門家であり，現在のシステムは，特許の非専門家が

利用して，特許に関連する作業を効率的，かつ高品

質に行うことは想定されているとは言いがたい．

　そこで，まず「特許工学支援システム」において，

特許ライフサイクルにおける各種の特許実務を支援

するシステムをまとめる．

　次に，「研究者等が特許活動を行う場合に有用な

システム」において，研究者等が研究や開発と並行

して行うべき特許活動について述べ，研究者等が特許

活動を行う場合に，特に有用なシステムについて取り

上げる．

特許工学支援システム

▶▶ 特許工学について

　我々は，ハードウェアの生産を支援する生産工学，

およびソフトウェアの生産を支援するソフトウェア

工学の考え方を取り入れ，2003 年に特許実務を学

問として支援する特許工学を提案して，研究開発を

続けている 1）．

　特許工学とは，特許出願戦略の立案から特許権の

消滅までの約 20 年にわたる特許ライフサイクルの

各種活動に対して，情報学的アプローチにより支援

する学問である．具体的には，特許工学は，特許に

関連する各種の活動を分析し，方法論を抽出し，ま

た，方法論に従った活動を推進するツールを構築す

ることにより，特許実務の効率と品質を向上させる

ことを目的としている．さらに，特許工学は，特許

実務の効率と品質の向上により，真に知的な活動の

みに注力できる環境の提供を目指している．

　現在，特許工学の研究領域は，「方法論」「ツール」

「教育」の 3 つである．第 1 の研究領域である「方

法論」における研究目的は，非定型作業として効率

化が十分図られていない作業の分析，および第三者

への伝達が十分でないノウハウの分析をベースとし，

第三者に客観的に伝達できる方法論を構成すること

である．方法論は，特許ライフサイクルを構成する

フェーズごと，および切り口（業務推進，管理，人

材育成など）ごとに構築される．第 2 の研究領域で
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ある「ツール」における研究目的は，方法論化した

各フェーズの業務推進を支援するツール，各フェー

ズで発生する情報を管理するツール，および成果物

評価を支援するツールを構築することである．ツー

ルには，1 つの作業をサポートする単体ツール，複

数の作業をサポートする複合ツール，複数の作業を

有機的に連携させる態様でサポートする統合ツールが

ある．第 3 の研究領域である「教育」における研究

目的は，特許ライフサイクルの各フェーズの方法論

およびツールに関する教育方法の確立である．ソフ

トウェア工学など，ほかの学問分野でも，方法論や

ツールの普及は容易ではない．また，先人の知恵を

効果的に学んだ知財人が多数輩出されることが，知

的財産立国の実現，および公共の福祉のために重要

である．そのためには，知財教育はきわめて重要で

ある．特許工学の3領域である「方法論」「ツール」「教

育」のレベルが高められ，普及が図られることによ

り，特許工学が進展し，その結果，特許ライフサイ

クルの各フェーズの業務効率および品質が向上する

ことが期待されている．

▶▶ 特許実務関連ツールの概要

　現在，特許ライフサイクルの所定のフェーズをコン

ピュータにより支援するツールが，市場に多く出ている．

　また，特許検索技術，特許の機械翻訳技術，自動

マップツール等，一部のフェーズを支援する技術に

ついても，研究がなされている 2）．

　以下，従来の特許実務を支援するツールをまと

めた図を図 -1 に示す．図 -1 において，縦軸はツール

の種類，横軸ツールがサポートするフェーズである．

ツールの種類には，特許業務自体を推進する「業務

推進系」ツール，特許管理を支援する「管理系」ツ

ール，特許分析を支援する「分析評価系」ツールが

ある．

▶▶ 業務推進系ツール

戦略立案，特許調査フェーズのツール

　戦略立案フェーズの業務を支援するツールとして，

特許検索ツール，特許マップ作成支援ツールなどが

ある．通常，特許検索ツールを用いて，出願する技

術領域における，他社および自社の既出願の特許を

抽出する．次に，特許マップ作成支援ツールにより，

他社と自社の出願状況を視覚化する．なお，出願状

況が視覚化された特許マップとは，たとえば，縦軸

を出願件数，横軸を出願年とした 2 次元の出願人別

の出願推移グラフや，出願件数と出願年と技術分類

を軸とした 3 次元の技術別出願件数推移グラフ等，

多数の種類のものが存在する．そして，重点的に出

願する技術テーマや出願体制などを決定することに

より，出願戦略を立案する．なお，戦略立案を支援

するための研究として，特許情報からマトリクスマ

ップを自動作成する研究や，特許情報や論文情報か

ら技術の流れを自動抽出し，時系列マップを自動作

成する研究なども進められている．

　特許検索ツールは，キーワード検索や全文検索や

概念検索といわれる特許検索機能を提供する．概念

図 -1　特許実務関連ツール
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検索では，高度な自然言語処理がなされている．具

体的には，概念検索は，各単語の周辺単語の出現傾

向を「概念ベクトル」 として自動的に抽出し，「概

念ベクトル」の近さにより文章間の類似性を計算し，

与えた文章と類似性が高い特許を抽出する検索技術

である．このような特許検索ツールには，特許電子

図書館（IPDL），PATOLIS などがある．

発明構築フェーズのツール

　発明構築を支援するツールとして，発想支援ツー

ル，発明支援ツールがある．発想支援ツールには，

KJ 法などの発想方法論の実践を支援するツールや，

ブレーンストーミングを支援するツールや，発想を

記載したカードをグループ化してアイディアを整理

するツールなどがある．発明支援ツールには，発明

問題解決の理論である TRIZ を用いたツールである

TOPE 等がある．なお，TRIZ とは，旧ソ連海軍の

特許審査官であった Genrikh Altshuller が膨大な特許

を分析して抽出した技術進化のパターンや発明原理

等の法則を技術問題の解決に役立てる理論である 3）．

特許書類作成フェーズのツール

　特許書類内の段落番号を自動的に付与するような

事務的な業務を支援したり，特許書類内の項目であ

る「符号の説明」を自動生成したりするような機能

を有する特許書類作成支援ツールがいくつか存在す

る．特許書類作成支援ツールの 1 つに，後述する

「PatentGenerator」がある．

出願処理フェーズのツール

　出願処理フェーズの業務を支援するツールとして，

テキストファイルを出願フォーマットのファイル（HTML

ファイルなど）に変換し，特許庁のサーバに送信する

「パソコン出願ソフト3」などのツールがある．

▶▶ 管理系ツール

特許書類作成フェーズのツール

　特許書類作成フェーズにおける管理系ツールとし

て，発明者が発明してから出願するまでの情報，特

許事務所が特許出願の依頼を受けてから特許出願す

るまでの情報を管理する案件管理ツールが有用であ

る．案件管理ツールの中には，以下で述べる特許管

理ツールと一体化しているものもある．

出願処理フェーズから権利維持フェーズのツール

　出願処理から権利維持までのフェーズを支援する

管理ツールとして，特許管理ツールと包袋管理ツー

ルがある．特許管理ツールは，特許に関する書誌的

な情報（出願日，出願人，発明者などの情報），各

種期限などの情報（審査請求期限，拒絶理由通知に

対する応答期限などの情報）を管理するツールであ

る．包袋管理ツールは，願書，特許明細書，特許請

求の範囲，拒絶理由通知書など，特許庁に提出する

書類，特許庁から送付される書類を管理するツール

である．特許管理機能と包袋管理機能が一体化され

たツールもある．また，特許管理ツールの中には，

願書作成を支援したり，審査請求書の作成を支援し

たりするなど，業務推進に役立つ機能を有するツー

ルも存在する．

▶▶ 分析・評価系ツール

戦略立案フェーズのツール

　出願されている特許群，権利化されている特許群

を分析，評価することは，戦略立案のために，きわ

めて有効である．特許群を分析，評価するツールと

して，特許網からパテントポートフォリオを自動的

に出力できるツールや，テキストマイニングの技術

を用いて，特許網の技術的分類を自動的に行い，サ

ーモグラフィにより出力するテクノロジー・ヒート

マップなどがある．

特許書類作成フェーズのツール

　特許書類作成フェーズを支援する分析・評価系

ツールとして，後述する PSV（PatentStructure 

Viewer）がある．本ツールは，読みにくいといわ

れている特許請求の範囲を読みやすくするためのツ

ールである．

権利行使フェーズのツール

　権利行使フェーズを支援するツールとして，特許

価値評価を支援する特許価値評価ツールが，いくつ

か存在する．これらのツールでサポートしている特

許価値評価の方法は，キャッシュ・フロー法，モン

テカルロ法，オークション法などである．
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　これらの評価方法は，金融工学を用いており，経

済的価値の評価に偏っているため，適正な特許価値

評価が困難である，との問題提起がなされている．

また，2003 年 3 月に日本弁理士会がまとめた「知

的財産権評価のニーズ調査報告書」でも，知的財産

権の価値評価の観点として，1）技術的価値評価，2）

法的価値評価，3）経済的価値評価，の 3 つの観点

が必要であると指摘された．

　そこで，技術，法律，経済の 3 つの観点から総合

的に特許価値評価を行おうとする研究も進められて

いるが，その方法論の確立までには至っていない．

研究者等が特許活動を行う場合に　　
有用なシステム

▶▶ 研究者等が行うべき特許活動

　「背景」で述べたように，研究者等にとって，特

許の重要性が増してきている．また，研究者等がす

でに特許出願されている技術を知らずに研究を進め

る重複研究を行うことは，研究の労力の無駄であり，

避けなければならない．さらに，技術者にとって，

すでに特許出願されている技術を知らずに開発を進

めた場合，市場に出した商品が侵害で訴えられ，差

止請求（特許法第 100 条）がなされることすらあ

り得る．そこで，特許調査活動は，研究者等にとっ

て重要である．また，研究者等が自ら特許調査する

ことは，論文を読むことと同様，研究・開発活動に

きわめて有用である．

　一方，研究者等からは，特許書類，特に，特許請

求の範囲は，特許特有の表現で記載されており，読

みづらい，という声を聞くことが多い．しかし，自

分の研究内容との比較，開発商品の他者特許侵害の

有無を判断するためには，特許請求の範囲をはじめ

とする特許書類は，精査する必要がある．

　また，研究者等からは，弁理士等の特許書類の作

成者が，自分のアイディアを十分理解せずに特許書

類を作成したために，適切な出願がなされなかった，

という声を聞くことがある．一方，大手企業を中心

に，研究者，技術者が自ら特許書類を作成すること

も多くなってきている．それは，特許にかかわる技

術を十分理解し，出願のための要件を満たした特許

書類を作成できる者が特許書類を記載することが，

有用な特許出願を行うために必要だからである．そ

こで，研究者等が，自ら特許書類を作成する，また

は特許出願の一歩手前の特許書類を作成することが

増加していく，と考えられる．なお，技術力を「技

術知識＋着想力＋論理的思考力」と定義した場合，

「着想力＋論理的思考力」は発明力であり，発明力

がある研究者等がレベルの高い研究者等である，と

言える．また，特に，高品質な特許請求の範囲を記

載するためには，発明の本質を抽出できていること

が必須である．したがって，研究者等は，自身の研

究開発力の向上のためにも，特許調査や特許請求の

範囲の作成等の特許活動を行うべきである．

▶▶ 特許検索式提案システム

特許検索式提案システムの概要

　広くて強い特許権を取得するためには，良い特許

書類を作成することは重要であるが，その前に，品

質の高い特許調査を行うこともきわめて重要である．

一方，特許調査作業において，その品質や効率は，調

査者のスキルに大きく依存する．たとえば，特許調査

の専門家は，適切な特許国際分類（IPC），FI，また

はＦターム（以下，これらを総称して「分類」と言う）

を利用し，かつ，キーワードとその同義語，上位概

念語，下位概念語（以下，「関連語」と言う）とを適

切に利用し，漏れやノイズが少ない検索式を作成す

る．しかし，特許調査の専門家でも，対応する技術

分野の範囲が広い場合，適切な関連語を抽出するこ

とは容易ではない．また，特許調査の非専門家にと

って，適切な分類を決定することは困難である．

　そこで，筆者らは，ユーザが入力したキーワード

に対応する関連語と分類を提案し，選択された関連

語と分類から検索式を構築する特許検索式提案シス

テム（PatentSearchAssistant，以下，「PSA」と言う）

を開発した．PSA により，ユーザは，キーワード

を入力するだけで，その関連語や分類を含む適切な

検索式を容易に構築することができる（図 -2 参照）．
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　本システムは，検索式構築システムと関連語辞書

構築システムの 2 つのシステムで構成される．検索

式構築システムは，関連語抽出機能，分類抽出機能，

および検索式構築機能を有する．また，関連語辞書

構築システムは，特許公報データベースから関連語

辞書を構築する関連語辞書構築機能を有する．

検索式構築のための機能

　検索式構築のための第一の機能は関連語抽出機能

である．関連語抽出機能は，キーワードに対応した

関連語を関連語辞書から抽出する．抽出する関連語

は，入力されたキーワードと，関連語抽出機能が出

力した関連語のうちからユーザが選択した関連語で

ある．なお，関連語辞書は約 20 年分の特許公報等を

自然言語処理することにより，構築されている．つ

まり，関連語辞書は，検索対象の特許公報等から構

築された辞書であり，特許検索にきわめて有効である．

　第二の機能は分類抽出機能である．分類抽出機能

は，関連語抽出機能においてユーザが選択した検索

語を用いて，検索に適した分類を抽出する．抽出す

る分類は，すべての特許公報に対して，各特許公報

に記載されている全用語数に対する検索語の出現割

合を算出し，その特許公報が保持する各分類にその

割合を重みとして与え，分類ごとに重みの総和（以

下，「コード重要度」と言う）を算出し，コード重

要度が高いものとした．そして，最終的に提案する

検索式は，取得した分類と検索語（ユーザ入力のキ

ーワードと，ユーザ選択の関連語）から構成され

る．このとき，ユーザは使用する分類を任意に選択

し，検索式を組み替えることができる．検索式を容

易に構築するための関連語と分類の提案の画面例を

図 -3 に示す．

分類の選択支援機能

　ユーザが選択した分類が正しいものであるか否か

を判断するために，抽出した分類の意味を出力する

分類説明出力機能，および選択した分類が付されて

いる特許公報を提示する関連公報提示機能を有する．

分類説明の出力例を図 -4 に示す．分類説明出力機

能では，各分類の説明を出力する．なお，この説明

はユーザにとって理解しにくい場合もあるので，検

索語と選択した分類により検索され得る特許公報の

中からＮ（たとえば，10）の特許公報を提示する

関連公報提示機能も開発した．

PSA の検証

　「OS」，「タスク」，「速度」をキーワードとする調

査を例に，特許電子図書館（IPDL）を用いて，本

ツールの検証を行った．

　 検 索 式「要約＋請求の範囲：OS＊タスク＊速度」

による検索結果は 41 件であり，そのうち適合特許は

13 件であった．適合特許とは，調査対象として適切

な公報であり，人手で特許公開公報を読んで判断した．

　一方，本ツールが生成した検索式「要約＋請求の

範囲：（OS＋オペレーティングシステム＋Operating 

System＋基本ソフト＋基本ソフトウェア）＊（タスク

＋プロセス＋ジョブ＋スレッド＋task）＊（速度＋スピ

特許公報ＤＢ

分類ＤＢ
関連ｘ語
抽出機能

分類
抽出機能

特許検索システム

検索式構築機能

関連語辞書 関連語辞書
構築機能

検索
キーワード

図 -2　Patent Search Assistant の概要

特許分類コード検索式キーワード入力 文章入力

データベース　検索 決定 データベース 検索

データ管理システム
データ検索システム
情報検索装置
情報検索システム
記憶装置
データソース
情報記憶媒体
オンラインデータベース
デザインデータベース
デザイン評価データベース

追加用語 追加

IPC FI FTerm

G06F  17/30
G06F  17/60
G06F  13/00
G06F 12/00
G06Q  50/00
G06T  1/00
G06Q 30/00
H04N  7/173
G06Q 10/00
HO4M  11/00

図 -3　関連語の提案，分類の提案の画面例
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ード）＊（G06F 9/46＋G06F 9/45＋G06F 9/50）」

による検索結果は 39 件であり，そのうち適合特許

は 35 件であった．本ツールにより，調査対象数が

41 件から 39 件に減少し，適合数が 13 件から 35 件

に増加しており，きわめて有効な検索式が提案でき

たことが分かる．

▶▶ 特許書類読解支援ツール

特許書類読解支援ツールの概要

　特許書類，特に，特許請求の範囲は，読み慣れな

い人にとって読みにくいものである．一方，特許請

求の範囲は，権利範囲を確定するための書類（特許

法第 70 条第 1 項）であり，最も重要な書類である，

と言える．

　また，特許書類作成の際にも，特許請求の範囲の

構造を把握する作業，請求

項の内容を確認する作業が

必要である．

　そこで，特許請求の範

囲を構造化し，その読解

を支援するツール（PSV: 

PatentStructureViewer）

が（株）インテックによっ

て開発されている４）．

特許請求項の細粒度解析

機能

　PSV は，特許請求項を

解析し，意味的にまとまり

のある単位として分断し，

構成要素を抽出する特許請

求項の細粒度解析機能を有

する．そして，細粒度解析機能において，解析結果

を視覚的に表示する（図 -5 参照）．

注釈付きクレームツリーの表示機能

　特許請求項には，独立形式請求項と引用形式請求

項とがある．特許請求項の中には，引用関係が複雑

になっているものが存在する．また，引用形式請求

項の形成においては，引用元の請求項に対して構成

要素や働きを追加する「外的付加」と，引用元の請

求項の発明や構成要素に何らかの制限を加える「内

的付加」の 2 種類の形態が存在する．

　そして，PSV の注釈付きクレームツリーの表示

機能において，特許請求項間の引用関係を解析し，

独立形式請求項と引用形式請求項の判定を行う．引

用形式請求項において，引用元の請求項に構成要素

や働きを追加する「外的付加」と，引用元の請求項

の発明や構成要素に特許実務に対する情報学の貢献

と研究者等の特許活動何らかの制限を加える「内的

付加」，そのいずれでもないものとのタイプ判別を

行う．こうした解析結果について，各特許請求項に

おける構成要素の情報を追加し，ツリー形式で表示

する（図 -6 参照）．

特許書類のハイパーテキスト化

　特許書類と上記 2 種類のツリーを Web ブラウザ

特許分類コード コードの詳細

FI FTerm 関連公報IPC G06F 17/30

GO6F  17/30
GO6F  17/60
GO6F  13/00
GO6F  12/00
GO6Q  50/00
GO6T  1/00
GO6Q  30/00
HO4N  7/173
GO6Q  10/00
HO4M  11/00

物理学
計算；計数（ゲームに使用する得点計算機
A63B71/06，A63D15/20，A63F1/18；筆記
用具と計算器の結合B43K29/08）
電気的デジタルデータ処理（計算の一部が
液体力または気体力を用いて行われる計
算機G06D，光学的に行われるものG06E；
デジタル技術を用いたインビーダンス回
路網H03H）

特定の機能に特に適合したデジタル計算
またはデータ処理の装置または方法［6］
・情報検索；そのためのデータベース構造
［6］

図 -4　分類抽出機能の出力例

請求項1 冷媒を減圧膨張させるノズル部（14a）を有して，前記ノズル部から噴射される冷
媒流により冷媒吸引口（14b）から冷媒を吸引し，

前記ノズル部から噴射された冷媒と前記冷媒吸引口か
ら吸引された冷媒とを混合して吐出する

エジェクタ（14）と，

前記冷媒吸引口に吸引される冷媒または前記エジェ
クタから吐出された冷媒を蒸発させる

蒸発器（15，18）と，

を備え，

前記蒸発器と前記エジェクタとが一体に組み付けら
れ，一体化ユニット（20）を構成する

エジェクタ式冷凍サイクル用ユニットであって，

前記エジェクタが挿入用穴部（45）を介して挿入さ
れて前記エジェクタを収納する

収納部（27）と，

前記挿入用穴部を密閉するとともに，

冷媒入口（630）を介して流入した冷媒が前記ノズル
部側に流す流路（631）を備える

プラグ（63）と，
を備え，

前記エジェクタおよび前記プラグは，一体化されている

ことを特徴とする

エジェクタ式冷凍サイクル用ユニット．

図 -5　特許請求項の細粒度解析ツリーの例
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で表示できる形に変換し，さらに，「注釈付きクレ

ームツリー」から特許書類の請求項と実施例へのリ

ンクを設ける．さらに，「請求項特徴的単語の強調

表示機能」として，特許請求項間の差分部分を検出

し，その単語を請求項ごとに区別した色を使ってカ

ラー表示させる（図 -7 参照）．

▶▶ 特許書類作成支援ツール

特許書類半自動生成ツールの概要

　筆者らが開発した特許書類作成支援ツールは，特

許請求の範囲等の権利化したい発明内容を記載し

た入力ファイルから，特許明細書を半自動生成す

るツールである．そのツールを，特許書類半自動

生成ツール（PatentGenerator®）と呼んでいる．ま

た，PatentGenerator（以下，適宜「PG」と言う）は，

PG データベース，および PG 処理部からなる．そ

して，PG データベースは，特許庁フォーマットと

3 種類の特許部品データベースからなる（図 -8 参照）．

　特許庁フォーマットは，特許明細書，特許請求の

範囲などの特許出願に必須の特許書類の記載項目を

定義している．3 種類の特許部品データベースとは，

共通データベース，技術分野情報データベース，お

よび製品情報データベースである．

　共通データベースには，技術分野や製品の種類に

依存しない文章であり，明細書における定型文章や

技術説明の流れを示す文章等が格納される．また，

技術分野情報データベースには，発明の技術分野に

依存する技術用語の説明文等が格納される．さらに，

製品情報データベースには，製品固有の文章や，製

品を構成する部品の説明文や，製品を構成する部品

の実現手段を説明する文などが格納される．

　また，PG 処理部は， 入力ファイルを解析し，そ

の解析の結果である発明の構成要素名と技術用語，

および特許庁フォーマットを構成するタグ名をキ

ーとして，3 種類の特許部品データベースを，順次，

再帰的に検索し，文章を取得する．そして，取得し

た文章を，特許庁フォーマットに従って挿入し，特

許明細書を半自動生成する．

特許部品データベース自動生成機能

　特許部品データベース自動生成機能は，再利用性

のある文章を，特許公報データベースから自動取得

する機能である．再利用性のある文章とは，共通デ

ータベース，技術分野データベース，および製品

情報データベースの

3 つの特許部品デー

タベースに蓄積させ

るべき文の集合であ

る．また，特許部品

データベース構築機

能により，上記の情

報をユーザに提示し，

ユーザの選択により，

必要な情報のみ，特

許部品データベース

に蓄積する．

　なお，この特許部

図 -6　注釈付きクレームツリーの例

図 -7　明細書における定型的な Web ブラウザでの表示例

【請求項1】
 空間分布された電気ポテンシャルを有するようにしたセンスインピーダンスと、前記空間分布され
 た電気ポテンシャルを有するようにした少なくとも１つの保護構成物とから成り、前記保護構成物
 は、前記センスインピーダンスに空間分布された保護ポテンシャルを付与するようになっており、
 且つ前記保護構成物は、平面基板上の曲がりくねった抵抗と、平面基板上の実質的に平面の抵
 抗と、互いに入り組んだ電極対と、前記センスインピーダンスに添って並べられた少なくとも３つ
 の保護電極のアレイとの少なくともいずれか１つである測定器に用いられる被保護センスインピ
 ーダンス。

【請求項2】
 請求項１に記載の被保護センスインピーダンスであって、前記空間分布された電気ポテンシャル
 を有するようにした他の保護構成物を更に備え、前記2つの保護構成物は、前記センスインピーダ
 ンスの相対する両側に並べられている被保護センスインピーダンス。

【請求項3】
 請求項１に記載の被保護センスインピーダンスであって、前記センスインピーダンスは抵抗体で
 ある被保護センスインピーダンス。

【請求項4】
 請求項３に記載の被保護センスインピーダンスであって、前記センスインピーダンスの抵抗値は、
 １００メグオームから４テラオームの範囲である被保護センスインピーダンス。

【請求項5】
 請求項１に記載の被保護センスインピーダンスであって、前記保護構成物と前記センスセンスイ
 ンピーダンスとは、それぞれ、平面基板上で曲がりくねった抵抗トレースの形態である被保護セン
 スインピーダンス。

【請求項6】
 請求項１に記載の被保護センスインピーダンスであって、前記互いに入り組んだ電極対は、前記
 センスインピーダンスを囲んでいる被保護センスインピーダンス。

【請求項7】
 請求項１に記載の被保護センスインピーダンスであって、前記少なくとも３つの保護電極のアレイ
 は、前記センスインピーダンスの周りのリボンケーブル部分の導体(複数)から成っている被保護
 センスインピーダンス。

【請求項8】
 請求項７に記載の被保護センスインピーダンスであって、前記少なくとも３つの保護電極のアレイ
 は、前記リボンケーブル導体に接続された個々の回路板トレースを更に含んでいる被保護センス
 インピーダンス。

【請求項9】
 空間分布された電気ポテンシャルを有する測定器のセンスインピーダンスを保護する方法であっ
 て、前記空間分布された電気ポテンシャルを有する少なくとも１つの保護構成物を提供し、前記
 保護構成物は、平面基板上の曲がりくねった抵抗と、平面基板上の実質的に平面の抵抗体と、
 互いに入り組んだ電極対と、前記センスインピーダンスに添って並べられた少なくとも３つの保護
 電極のアレイとの少なくともいずれか１つであり、前記センスインピーダンスに空間分布された保
 護ポテンシャルを付与するように前記少なくとも1つの保護構成物を並べる測定器のセンスインピ
 ーダンスを保護する方法。

●請求項 1

●1 つの保護構成物

●保護構成物

●個々の

●センスインピーダンス

●請求項 2

●請求項 3

●請求項 5

●請求項 6

●請求項 7

●請求項 4

請求項 8

●請求項 1

●請求項 2

●請求項 3

●請求項 4
●洗剤残量報知制御
　手段
●洗浄制御手段

●洗剤残量報知制御
　手段
●設定残量
●洗剤残量報知手段

●洗浄コース設定
　手段
●洗剤供給量調整
　手段

●洗剤残量検知手段
●洗剤残量報知手段
●洗剤残量報知制御
　手段

○洗浄制御手段



情報処理 Vol.54 No.3 Mar. 2013 199

2特許と情報学
─特許実務における情報学の貢献と研究者等の特許活動─

品データベース自動生成機能により，おおむね自動

的に特許部品データベースを構築できるようになっ

た．また，筆者らの実験では，特許書類の作成者が

自ら記載した特許書類を特許公報データベースに格

納し，特許部品データベース自動生成機能を実行す

れば，使用価値の高い PG データベースが構築でき

た．さらに，実験的に，公開特許公報約 17 年分を

特許部品データベース自動生成機能にかけ，特許部

品データベースを構築した．そして，この特許部

品データベースには，約 5,000 万の説明文が格納さ

れた．

PatentGenerator の評価

　3 名の特許書類作成者が，約 1 年間にわたり，

PG を使用し，約 100 件の特許書類を作成した．

PG を利用して作成した特許書類の技術分野は，コ

ンピュータ・ソフトウェア関連発明である．上述し

た特許開発プロセスを経て，かつ PG を利用した場

合，特許書類作成に要した作業時間は，約 15％減

少した．また，PG を用いて作成した特許書類のう

ち，10 件の特許書類を取り出して，PG による文章

の生成率を算出した．その結果，平均 39.5％の情

報が，PG により自動生成された．

　さらに，PG を用いて作成した特許書類 10 件と，

PG を用いずに作成した特許書類 10 件とを対象と

して，明細書の品質を評価した．PG を用いずに作

成した特許書類 10 件は，コンピュータ・ソフトウ

ェア関連発明の分野の特許書類であり，特許公報か

らランダムに抽出した．

　PG で作成した特許書類の品質は 85.5 点，PG を

利用しなかった特許書類品質は 56.8 点となり，約

1.5 倍，PG を利用した場合の特許書類品質が高

かった．なお，明細書の品質を評価するツールと

して，我々が開発した特許書類品質評価システム

（PatentValueAnalyst5））を用いた．

まとめと今後の展望

　本稿において，まず，特許業務関連のツールの全

体像を示した．次に，研究者等が，研究開発力の向

上のためにも，特許活動を行うことを提案した．さ

らに，研究者等が特許調査を行い，特許書類を精査

し，かつ特許書類を作成する際に，効率的，かつ高

品質に行える 3 つのツールについて詳述した．

　また，現在，Web 等の特許以外の情報を対象と

する情報学の進展の恩恵を，特許実務は十分に享受

していないと考えられる．一方，特許書類は，Web

ほどデータ量は多くないが，世界中で毎年 150 万

件程度は追加されるビッグデータであり，かつ構造

化されているデータである．また，特許実務の現場

では，特許書類の分析，整理等のニーズも大きい．

今後，特許書類を対象とした情報学の研究が進み，

特許実務に情報学がさらに貢献できることを期待し

ている．
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